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Ⅳ．「宅地技術部門」の研究計画及び20年度研究内容 

 

Ⅳ－１ 研究計画 

 

１．研究方針 

「宅地技術部門」においては、以下の技術開発を行うとともに、必要に応じて形成・管理システム

部門との連携を図りながら、超長期住宅に対応した宅地等基盤の目標性能水準を明らかにする。 

① 多世代利用住宅を支える宅地としての安全性確保のため、耐震安全性の向上に資する技術開

発を行う。とくに、環境にやさしい耐震対策技術として、空気注入による液状化抑制技術の

開発を先行する。 

② 超長期住宅を支える基盤について、超長期メンテナンスの観点に立って合理化に資する技術

開発を行う。とくに、幹線道路地下と建築物内をつなぐエアポケット領域に着目して、ライ

フライン共同埋設収容設備の標準設計を検討する（仮）。 

 なお、具体の検討は、多世代利用住宅を支える宅地等基盤に係る課題に対応した検討テーマを設

定して実施する（下表参照）。 

 

■宅地等基盤に係る課題と必要な検討テーマ 

 想定される研究課題 多世代総プロでの対応 

（検討テーマ） 

・ 既成宅地の耐震化のための液状化抑

制技術の開発。 

 

○ 土壌への空気注入による液状化対策技

術に焦点を当て、実大レベルの実験を行

って有効性を検証するとともに、実用化

に向けた技術開発を行う。 

耐
震
安
全
性 ・ 盛土造成地の滑動崩落対策 ○ 一団の宅地内おける道路等の公共施設

空間を活用した実用的な対策工法の開

発が考えられるが、当面は上記の液状化

対策の技術開発の進展を見ながら、今後

必要に応じて検討に着手する。 

○ また、造成宅地の管理主体の法的位置づ

け等ソフトの課題についても必要に応

じて検討。 

 ・ 持続可能性の観点からの宅地の立地

基準等 

○ 土地利用交通モデル等の研究課題とし

て別途検討中 

 ・ 気候変動に対応（アダプテーション）

した宅地の安全対策 

○ 検討対象としない。 

技
術
開
発 

 ・ 滑動崩落に恐れのある宅地など、課題

のある宅地の抽出（スクリーニング）

○ 減災総プロにおいて別途検討中のため

本総プロにおいては扱わない。 

資料１－７ 
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超
長
期
メ
ン
テ
ナ
ン
ス 

・ 地下埋設のライフラインについて、掘

り返し工事が頻繁に行われるなど、超

長期のメンテナンスの観点からみて

現状は必ずしも合理的ではない。 

・ 電線類・設備配管の共同収容システム

について、幹線道路地下と建築物内の

間に技術開発のエアポケット領域が

存在する。 

○ 幹線道路地下と建築物内をつなぐエア

ポケット領域に着目して、ライフライン

共同埋設収容設備の標準設計を検討す

る（仮）。 

管
理 

・「多世代利用住宅を支える宅地等基盤」

の目標とする性能水準について、目標像

が明確でない。 

○ 超長期住宅を支える宅地について、持続

的な安全性、超長期メンテナンス、生活

サービスの保持・更新、ユニバーサルデ

ザイン、地域個性といった観点からの目

標性能水準を提示する 

 （形成・管理システム部門との連携） 性
能
基
準 

管
理 

・ 盛土造成地の滑動崩落対策のように、

画地分割された宅地における権利者

が共同で対策を講じなければならな

い事象について、マンションのような

意志決定の法的仕組みがない。 

 

○ 形成・管理システム部門との連携を図り

ながら、今後必要に応じて検討に着手す

る。 

 

 

２．研究年次計画 

 「宅地技術部門」における研究年次計画は次頁のとおりである。 

 

３．成果目標 

① 多世代利用型超長期住宅を支える宅地等基盤の目標性能水準の設定 

 超長期住宅に対応した宅地等基盤の目標性能水準を明らかにする。 

② 宅地の安全性評価・向上技術の開発 

 多世代利用住宅を支える宅地としての安全性確保のため、耐震安全性の向上に資する技術開発を

行う。 

③ 超長期利用のライフラインの設計基準及び管理・更新技術の開発 

 超長期住宅を支える基盤について、超長期メンテナンスの観点に立って合理化に資する技術開発

を行う。 
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多世代利用総プロ 宅地技術部門 検討フロー 

Ⅱ．宅地等基盤の 
目標性能水準 
の設定 

Ⅰ．マイクロバブル 
注入法等による 
液 状 化 対 策 技

術 
の開発 

Ⅲ．ライフラインの 
設計基準及び 
管理・更新技術 
の開発 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 

宅地等基盤に必要な性能項目の検討 宅地等基盤の目標性能

水準設定に関する調査 
 
 

電力・ガス等、各種供給施設の条件整理（スペース・メンテナ

ンスサイクル） 

マイクロバブル注入装

置の実用化 

実験

計画

策定

マイクロバブル注入

装置の設計・試作

マイクロバブル注入地盤振動試験 マイクロバブ

ル液状化対

策手法開発試験体３  

ライフライン施設の設計基準の検討 

模型制作及び模型による

実証実験 

専門アンケートによ

る目標水準調査 

 

委員会での検討 
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Ⅳ－２ ２０年度研究計画 

 

○検討テーマ１：宅地耐震技術としての空気注入による液状化抑制効果の実測業務 
 

１．調査検討の目的 

本業務は、多世代利用型超長期住宅を支える宅地基盤の安全性向上に関する技術開発の一環と

して、地震災害に見舞われた場合を想定し、宅地の液状化による住宅の被害を抑制するための環

境汚染のない技術を開発することを目指して、地盤内に空気を注入した上で地盤振動実験を行

い、その効果を実測するものである。 
 

２．調査検討の概要 

（１）地盤振動実験施設 

独立行政法人建築研究所の所有する建築基礎・地盤実験棟内の大型せん断土槽（10ｍ×3.6ｍ

×深さ５ｍ）を用いる。 

（２）地盤振動実験に用いる試験体の製作 

Ｎ値、含水率等の一定の初期状態を設定した試験体を３体以上製作する。 

（３）試験体への空気注入方法の検討及び注入 

（２）で製作する試験体について、次に示す内容について注入方法を検討し、実際に注入すると共

に、試験体中に残留する空気量の定量的評価・検証を行う。 

i)空気注入機器の選定 

ii)各試験体それぞれの空気注入量（空気注入を行わない標準状態の試験体を含む）の設定 

（４）地盤振動実験の実施 

（２）、（３）で製作する試験体に、地震波に相当する水平せん断力を加える。 

なお、実験の実施に際しては調査職員が立ち会うものとする。 

（５）地盤振動実験における液状化発生状況の測定及び結果取りまとめ 

液状化の発生状況及び液状化が構造物に及ぼす影響の程度について次に示す要領により測定

・観測（映像記録を含む）を行い結果を取りまとめる。 

i)地盤の液状化発生状況の観測 

・過剰間隙水圧の発生状況を地盤の深さごとに計測する。 

・地表面に設置した構造物への影響及び地下埋設物への影響の程度を計測する。 

ii)地盤の加速度応答の観測 

・試験体地盤の加速度応答特性を把握する。 

iii)その他の地盤変形状況の観測 

・加振後のその他の地盤変形の状態を計測する。 

   

３．検討の体制 

 本業務の実施にあたっては、末政直晃武蔵工業大学教授を座長とした検討会（次頁参照）を設

置し、実験方法の詳細等を検討しながら実験を進めるとともに、実験結果の分析を行う。 

 なお、本研究は、国総研・建築研究所及び国総研・産総研の共同研究協定に基づく共同研究の

一環として実施する。 
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○宅地耐震技術としての液状化抑制効果の実測業務検討会 委員名簿 

 
 
委員長 末政 直晃 武蔵工業大学 工学部都市工学科 教授 
委 員 岡村 未対 愛媛大学大学院 理工学研究科環境建設工学コース 
           防災情報研究センター 准教授 
    渦岡 良介 東北大学大学院 工学研究科土木工学専攻 准教授 
    二木 幹夫 （財）ベターリビング つくば建築試験研究センター 所長 
    飯場 正紀 （独）建築研究所 構造研究グループ グループ長 
    平出  務 （独）建築研究所 構造研究グループ 主任研究員 
    新井  洋 （独）建築研究所 構造研究グループ 主任研究員 
    神宮司元治 （独）産業技術総合研究所 地圏資源環境研究部門 
           物理探査研究グループ 主任研究員 

 
（事務局 （財）ベターリビング） 

 
 
○検討テーマ２： 宅地関連ライフラインのメンテナンスサイクルに関する 

         実態調査業務 
 

 実施方法については、現在検討中。 
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◎実験施設・試験体の概要

・場所：つくば市立原１ 独立行政法人

建築研究所内、大型せん断土槽

・土槽のサイズ： １０ｍ×３．６ｍ×深さ５ｍ

・上記土槽内に深さ４．８ｍの試験体地盤を
作成

・試験体内に、加速時計、水圧計等を埋込

◎実験方法

・マイクロバフル水（気泡発生時の径が１０～１００μｍの微細な気泡を含む水）をパ
イプを通して試験地盤内に注入（対策有りの場合）

・２Hｚの正弦波（５０ｇａｌ～１００ｇａｌ（試験体の状況により最大２００ｇａｌ）程度を想定）
により加振

・１．５ｔ／㎡程度（２階建て木造住宅相当）のフーチング（１．３ｍ×１．３ｍ×高さ０．
５ｍのコンクリート塊）を地盤上に設置し、液状化による沈下、転倒等の状況を確認

空気注入法による地盤液状化対策の実大振動実験空気注入法による地盤液状化対策の実大振動実験

〈目的〉

多世代利用型超長期住宅を支える宅地基盤の安全性向上に関する技術開発の一
環として、地震時を想定し、宅地地盤の液状化による住宅の被害を抑制するための
環境汚染のない技術を開発することを目指して、実大地盤内に空気を注入した上で
振動実験を行い、その効果を確認する。

<実験スケジュール 全３回を予定>

第１回実験 ２００８年９月３０日（火） 無対策地盤に対する振動実験

（予備日１０月７日） （液状化を発生させる実験）

第２回 ２００８年１１月 空気注入地盤に対する振動実験

第３回 ２００８年１２月 （液状化抑制効果の確認実験）

〈実験内容〉

〈空気注入法〉

地盤内へ空気を注入することにより、空気が圧縮する性質を利用して水の動きを抑
制し、液状化の発生を抑える工法。
空気注入により液状化抑制効果があることは、理論的には以前から指摘されている

が、実大規模での実験による検証は今回が初めて。
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平成２０年９月３０日（火） 第 1 回実験の概要 

 

●詳細についてはとりまとめ中 

 
土槽全景 

 
初期状態 

１４：１５ １回目の加振（１００gal） 

 2Hz  20 波   （10 秒間） 

 

 加振後 数分間出水 

 

 地盤    3cm 沈む 

 フーチング 7cm 沈む 
 

100gal 加振後、排水後 

１６：４７ ２回目の加振（１５０gal） 

 2Hz  20 波   （10 秒間） 

 

 加振後 数分間出水 

 

 地盤    9cm 沈む 

 フーチング 19cm 沈む 
 

150gal 加振後、排水前 

 

 

 
150gal 加振後、排水後 

 




